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要       約 

本系群の資源量について 2002～2018 年漁期の年齢別漁獲尾数を用いたコホート解析に

より計算した。資源量は 2006 年漁期の 1,008 トンから減少傾向で、2018 年漁期は 562 ト

ンであった。下関唐戸魚市場（株）の内海産取扱量の推移から資源水準は低位と判断し、

直近 5 年間の資源量の推移から動向は減少と判断した。2018 年漁期の親魚量は 302 トンで

あった。Fcurrent（2015～2017 年漁期の F の平均）での漁獲と現状の種苗放流が継続され

た場合、資源量は減少し続けると予測される。本系群は資源量を 2027 年漁期に 840 トンに

回復させることが 2017 年度トラフグ資源管理検討会議で了承されていることから、本目

標を管理目標とし、ABC 算定のための基本規則の 1-3)-(3)（Flimit =（基準値か Fcurrent）
×β2、Ftarget = Flimit × α）を適用し、2020 年漁期 ABC を算定した。本種は栽培対象種

であり、2017 年漁期は 173 万尾の人工種苗が放流され、2018 年漁期の放流魚の混入率は

29%、添加効率は 0.019 と推定された。

管理基準
Target/ 
Limit 

2020 年漁期 
ABC（トン） 

漁獲割合

（%） 

F 値 
（現状の F 値 
からの増減%） 

0.59Fcurrent 
Target 69 16 

0.21 
（−53%） 

Limit 84 20 
0.26 

（−40%） 
Target は資源変動の可能性やデータの誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、より安定

的な資源の回復が期待される漁獲量である。Limit は管理基準で許容される最大レベルの

漁獲量である。Ftarget = αFlimit とし、係数αには標準値 0.8 を用いた。現状の F（Fcurrent）
は 2015～2017 年漁期の平均値で、0.44 である。漁獲割合は 2020 年漁期の漁獲量/資源量、

F 値は各年齢の平均値である。2020 年漁期は 2020 年 4 月～2021 年 3 月である。 
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漁期年
資源量

（トン）

親魚量

（トン）

漁獲量

（トン）
F 値 

漁獲割合

（%） 

2015 740 305 233 0.48 31 

2016 720 264 188 0.40 26 

2017 687 304 218 0.44 32 

2018 562 302 184 0.44 33 

2019 455 245 150 0.44 33 

2020 426 192 － － －

水準：低位  動向：減少

本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり

データセット 基礎情報、関係調査等

年齢別・年別漁獲尾数 府県別漁獲量（秋田～和歌山（21）府県、（株）大水） 
全長組成（水研、秋田県、石川県、山口県、福岡県、佐賀県、

長崎県、熊本県、大分県、愛媛県、広島県、兵庫県、香川県） 
全長—体重関係（松村 2006） 
年齢—全長関係（上田ほか 2010） 
全長階級別雌雄割合（山口県、愛媛県、上田ほか 2010、広島

大学、資源量推定等高精度化推進事業、水研）

資源量指標 とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（水産庁）

下関唐戸魚市場取扱量（下関唐戸魚市場（株）、山口県）

山口県瀬戸内海側のはえ縄漁業の CPUE（中国四国農政局） 
備後灘の定置網漁業の CPUE（標本漁協） 
伊予灘・豊後水道のはえ縄漁業の CPUE（標本漁協） 
備讃瀬戸の袋待網漁業の CPUE（標本漁協） 

自然死亡係数（M） 年当たり M = 0.25 を仮定 

漁獲努力量指標 とらふぐはえ縄漁業漁獲成績報告書（水産庁）

山口県瀬戸内海側のはえ縄漁業の努力量（中国四国農政局）

備後灘の定置網漁業の努力量（標本漁協）

伊予灘・豊後水道のはえ縄漁業の努力量（標本漁協）

備讃瀬戸の袋待網漁業の努力量（標本漁協）

放流魚の混入率 人工種苗放流尾数（栽培漁業・海面養殖用種苗の生産・入手・

放流実績（全国）（1973～2018）） 
0 歳の放流効果調査（長崎県、山口県、平成 18 年度栽培漁業資

源回復等対策事業報告書（2007）、種苗放流による資源造成支

援事業（広域種資源造成支援事業）（平成 23～25 年度）中間報

告書（2014）） 
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1．まえがき

トラフグは、沿岸漁業の重要な対象種である。天然魚や人工種苗を用いた標識放流・再

捕調査から本種は回帰性を示し、日本海、東シナ海では各産卵場由来の個体が混在し、漁

獲対象となると考えられていることから（伊藤ほか 1998、佐藤ほか 1999、松村 2006）、
資源評価単位としては同一系群とすることが望ましいと考えられた。本系群の主な漁場で

ある日本海、東シナ海、瀬戸内海では、漁獲量の減少が続いていたため、2005 年度より九

州・山口北西海域トラフグ資源回復計画（休漁期間の設定、隻数上限の設定、小型魚保護

等）が実施されてきた。資源回復計画は 2011 年度で終了したが、同計画で実施されていた

資源管理措置は 2012 年度以降、新たな枠組みである資源管理指針・計画の下、継続して実

施されている。さらに、2014 年度より本系群を対象としたトラフグ資源管理検討会議が開

催され、資源量の回復目標の設定や資源管理の進め方についての協議がなされている。ま

た、本種は栽培漁業の対象種で、本系群の分布海域では、1977 年漁期以降 45 万～294 万尾

の人工種苗が毎年放流されている（水産庁・（独）水産総合研究センター・（社）全国豊か

な海づくり推進協会 1973～2018、図 1）。 

2．生態 

（1）分布・回遊

本系群は日本海、東シナ海、黄海、瀬戸内海に分布する（図 2）。春に発生した仔稚魚は

産卵場周辺を成育場とし、成長に伴って広域に移動する（日高ほか 1988、田北・Intong 1991）。
日本海沿岸や九州北西岸の発生群は日本海、東シナ海、黄海へ移動し、瀬戸内海沿岸の発

生群は豊後水道以南、紀伊水道以南、日本海、東シナ海、黄海へ移動する（佐藤ら 1996）。 

（2）年齢・成長

本系群における雌雄別の年齢（t）と全長 Lt（mm）の von Bertalanffy 成長式（上田ほか

2010）及び全長 L（cm）と体重 W（g）の関係式（松村 2006）を以下に示す。 
年齢—全長関係式

雄：Lt=534.3(1-exp(-0.648(t+0.130))) 
雌：Lt=559.8(1-exp(-0.598(t+0.144))) 

全長—体重関係式

雄：W=0.0395L2.82 
雌：W=0.0530L2.74 
成長式及び全長—体重関係式から求めた 1 月時点の雌雄別年齢別の全長と体重を図 3 に

示す。寿命は約 10 年と推定され、雌雄いずれも最大で全長 60 cm 以上となる大型種である

（尾串 1987、岩政 1988）。 

（3）成熟・産卵

雄は 2 歳、雌は 3 歳で成熟する（図 4、岩政 1988）。本系群の主な産卵場は八郎潟周辺、

七尾湾、若狭湾、福岡湾、有明海、八代海、関門海峡周辺、布刈瀬戸、備讃瀬戸とされ、

朝鮮半島沿岸、中国沿岸にも存在するとされる（図 2、Kusakabe et al. 1962、日高ほか 1988、
鈴木 2001、Katamachi et al. 2015）。産卵は 3 月下旬に九州南部から始まり、水温の上昇と
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ともに北上し、瀬戸内海での産卵期は 4～5 月とされ、若狭湾、七尾湾では 4～6 月とされ

る（藤田 1962、伊藤・多部田 2000）。 

（4）被捕食関係

仔魚後期までは動物性プランクトン、稚魚は底生性の小型甲殻類、未成魚はイワシ類や

その他の幼魚、エビ・カニ類、成魚は魚類、エビ・カニ類を捕食する（松浦 1997）。 

3．漁業の状況 

（1）漁業の概要

産卵場と特定もしくは推定されている八郎潟周辺、七尾湾、若狭湾、福岡湾、有明海、

八代海、関門海峡周辺、布刈瀬戸、備讃瀬戸では、3～6 月に 2 歳以上の成熟個体が定置網、

釣、その他の網によって漁獲され、7～翌年 1 月に 0 歳が定置網、小型底びき網、釣、はえ

縄によって漁獲される。日本海、東シナ海、豊後水道、紀伊水道では、12～翌年 3 月に 0
歳以上がはえ縄によって漁獲される（伊藤・多部田 2000）。 
また、九州・山口北西海域での漁獲量は本系群全体の漁獲量の約 5 割を占め、はえ縄に

より 9～翌年 3 月に主に 0 歳以上が漁獲される。瀬戸内海西部の漁獲量は瀬戸内海全体の

漁獲量の約 7 割を占め、はえ縄等により周年 0 歳以上が漁獲される。瀬戸内海中央部の漁

獲量は瀬戸内海全体の漁獲量の約 2 割を占め、定置網やその他の網の一つである袋待網に

よって 4～6 月に 2 歳以上の成熟個体と未成熟な 1 歳が漁獲され、定置網によって 8～12 月

に 0 歳が漁獲される。 
本種を主な漁獲対象とする日本海、東シナ海におけるはえ縄の操業は 1965 年以前には

日本の沿岸域に限られていたが、1965 年の日韓漁業協定以後、東シナ海、黄海へと漁場が

拡大した。1977 年以降は北朝鮮の 200 カイリ宣言によって北緯 38 度以北の海域に出漁が

できなくなり、北緯 38 度以南の黄海、東シナ海、対馬海峡から山陰に至る海域が主漁場と

なった（ふぐ延縄漁業漁場図結果表 CATCH（漁獲量 山口県） 1984、図 5）。新日韓漁業

協定（1999 年）、新日中漁業協定（2000 年）以降は我が国 EEZ 内が主漁場となっている。 

（2）漁獲量の推移

本系群は各府県の調査で得られた 2002 年漁期以降の漁獲統計を把握している一方で、

2002 年漁期以前の長期間にわたる漁獲統計は存在しない。その代替指標として下関唐戸魚

市場（株）における取扱量を用いた。下関唐戸魚市場（株）では 1971 年漁期から日本海、

東シナ海産を外海産、瀬戸内海産を内海産として区別して取扱い、統計を整備している。

なお、2005 年漁期から三重県、愛知県、静岡県産も内海産に含まれる。取扱量は 1971～
1993 年漁期に 490～1,891 トンで推移後、1994 年漁期から急激に減少し、1996 年漁期以降

109～336 トンと低水準で推移しており、2018 年漁期は 126 トンであった（図 6、表 1）。 
2002 年漁期以降の漁獲量は 2002 年漁期の 356 トンから減少傾向で 2018 年漁期は 184 ト

ンと推定された（図 1、表 2）。また、漁獲量の推移は海域によって異なり、日本海・東シ

ナ海は横ばい、有明海は緩やかな減少傾向であったのに対し、瀬戸内海は著しい減少傾向

であった（図 7）。
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（3）漁獲努力量

九州・山口北西海域における漁獲努力量として九州・山口北西海域トラフグ資源回復計

画、トラフグ広域資源管理方針に基づいて報告された関係 6 県（福岡県、広島県、熊本県、

長崎県、佐賀県、山口県）の総針数を使用した。総針数は資源回復計画が開始された 2005
年漁期の 18 百万針から 2009 年漁期の 11 百万針に減少後、横ばいで推移し、2015 年漁期

の 13 百万針からは減少傾向で、2018 年漁期は 10 百万針であった（図 8、表 3）。 
瀬戸内海西部の山口県瀬戸内海側におけるふぐ類を対象としたはえ縄漁業の出漁日数

は、中国四国農政局統計部の昭和 56 年～平成 18 年山口農林水産統計年報によれば、1995
～2006 年のふぐ類漁獲量に占めるトラフグの割合が 61～99%であったことから、この海域

のはえ縄漁業は主にトラフグを漁獲対象としていたと考えられる。漁獲努力量として当該

海域の出漁日数を使用した。出漁日数は 1991 年に最大（15,170 日）となった後は減少傾向

で、2006 年は 5,571 隻日であった（図 9、表 3）。また、伊予灘、豊後水道における標本漁

協のはえ縄漁業の出漁隻数が 2005 年漁期（7～翌年 3 月）以降集計されている。出漁隻数

は 2005 年漁期の 680 隻から 2014 年漁期の 157 隻まで減少傾向であったが、2015 年漁期に

307 隻に増加した後は横ばいで 2018 年漁期は 318 隻であった（図 10、表 3）。 
瀬戸内海中央部の備後灘における標本漁協の 2 歳以上の成熟個体と未成熟な 1 歳を対象

とした定置網の統数は 1976 年漁期の 58 ヶ統から 1997 年漁期の 84 ヶ統まで増加傾向であ

ったが、その後は減少傾向で 2018 年漁期は 35 ヶ統であった（図 11、表 3）。瀬戸内海中央

部の備讃瀬戸における標本漁協の 2 歳以上の成熟個体と未成熟な 1 歳を対象とした袋待網

の出漁隻数は 2002 年漁期の 698 隻から 2016 年漁期の 318 隻まで減少傾向であったが、そ

の後は増加傾向で 2018 年漁期は 436 隻であった（図 12、表 3）。備後灘における標本漁協

の 0 歳を対象とした定置網の統数は、1983～1998 年漁期は 66～78 ヶ統の間で横ばいで推

移したが、1999 年漁期以降は減少傾向で 2016 年漁期は 15 ヶ統であった（図 13、表 3）。 

4．資源の状態 

（1）資源評価の方法

本系群の資源量は日本海、東シナ海、瀬戸内海における 0～3 歳と 4 歳以上をプラスグ

ループとした 2002～2018 年漁期の年齢別漁獲尾数を用いたコホート解析（平松 2001）に

より推定した（補足資料 1、2、3）。自然死亡係数（M）は最高年齢を 10 歳として、田内・

田中の方法（田中 1960）により求めた 0.25 を用いた。年齢の起算日は 4 月 1 日とした。

（2）資源量指標値の推移

九州・山口北西海域における 0 歳以上を主対象としたはえ縄の単位努力量当たりの漁獲

量（CPUE）（kg/千針）は 2005 年漁期の 5 kg/千針から上昇傾向で 2018 年漁期は 9 kg/千針

であった（図 8、表 3）。また、当海域の資源量指標値の標準化を行った結果を補足資料 6
に示す。

山口県瀬戸内海側における 0 歳以上のふぐ類を対象としたはえ縄の CPUE（kg/出漁日数）

は 1981 年の 19 kg/出漁日数から 1984 年の 49 kg/出漁日数に上昇した後に急激に低下し、

1990 年に 7 kg/出漁日数となり、2006 年の 8 kg/出漁日数まで低位で推移し（図 9、表 3）、
下関唐戸魚市場（株）の内海産の取扱量の推移と概ね一致した（図 6、表 1）。伊予灘、豊
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後水道における標本漁協の 0 歳以上を対象としたはえ縄の CPUE（kg/出漁隻数）は 2006 年

漁期の 10 kg/出漁隻数から減少傾向で 2018 年漁期は 4 kg/出漁隻数であった（図 10、表 3）。 
備後灘における標本漁協の 2 歳以上の成熟個体と未成熟の 1 歳を対象とした定置網の

CPUE（kg/統数）は 1976 年漁期の 51 kg/統数から 1987 年漁期の 413 kg/統数に上昇した後

に 1990 年漁期の 91 kg/統数まで急激に低下し、1990 年漁期以降も減少傾向で 2018 年漁期

は 5 kg/統数であった（図 11、表 3）。この CPUE の推移は下関唐戸魚市場の内海産の取扱

量の推移と概ね一致した（図 6、表 1）。備讃瀬戸における標本漁協の 2 歳以上の成熟個体

と未成熟の 1 歳を対象とした袋待網の CPUE（kg/出漁隻数）は 1999 年漁期の 19 kg/出漁隻

数から 2008 年漁期の 69 kg/出漁隻数に上昇した後は減少傾向で 2018 年漁期は 12 kg/出漁

隻数であった（図 12、表 3）。備後灘における標本漁協の 0 歳魚を対象とした定置網の CPUE
（kg/統数）は 2～72 kg/統数の間で大きく変動し、2016 年漁期は 5 kg/統数であった（図 13、
表 3）。 

（3）漁獲物の年齢組成

尾数換算で 0～1 歳が 41～71%を占めて漁獲は未成魚に偏っているが、その割合は低下

傾向にある（図 14、補足資料 3）。加えて、0～2 歳の漁獲尾数が低下傾向であるのに対し

て、3 歳以上の漁獲尾数の変化は少ない（図 14、補足資料 3）。漁獲物の年齢組成は海域に

より異なり、有明海、瀬戸内海では 0 歳が、日本海、東シナ海では 1 歳以上が漁獲の中心

になっている（図 15）。 

（4）資源量と漁獲割合の推移

本系群の資源量は 2006 年漁期の 1,008 トンから減少傾向で、2018 年漁期は 562 トンで

あった（図 16、表 4）。漁獲割合は 26～36%（平均 32%）の間で横ばいで推移した（図 16、
表 4）。感度分析として M を 0.1 増加させた場合、2018 年漁期の資源量は 23%、親魚量は

19%、加入量は 30%増加し、M を 0.1 減少させた場合、2018 年漁期の資源量は 16%、親魚

量は 14%、加入量は 20%減少した（図 17～19）。 

（5）再生産関係

放流された人工種苗（放流魚）の混入率に基づいて 0 歳資源尾数を天然魚と放流魚に分

離し、再生産関係を検討した。親魚量は雄が 2 歳、雌が 3 歳から成熟することから 3 歳以

上の資源量とした。親魚量と天然の加入尾数には緩やかな正の相関があるものの、親魚量

が同程度であっても加入尾数は大きく変動し、明瞭な再生産関係は認められなかった（図

20）。親魚量は 2002 年漁期の 311 トンから横ばいで推移し、2018 年漁期は 302 トンであっ

た（図 21、表 4）。再生産成功率は 2006 年漁期の 1.0 尾/kg から低下傾向で 2018 年漁期は

0.3 尾/kg であった（図 21、表 4）。 

（6）Blimit の設定

本系群は再生産関係が明瞭ではなく、資源量が多かった頃の情報が得られていないため、

Blimit を設定していない。 
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（7）資源の水準・動向

下関唐戸魚市場（株）における本種の取扱量は長期の漁獲量指標かつ資源量指標の一つ

であるが、1999 年漁期以前の外海産には現在操業していない我が国 EEZ 外での漁獲物が

含まれる（図 5、6）。1989～1993 年漁期の日本海西部、東シナ海、黄海におけるとらふぐ

はえ縄漁業漁獲成績報告に基づいて漁獲量を暫定水域を含む我が国 EEZ 内と EEZ 外で区

分した結果、漁獲量のうち 63～78%は我が国 EEZ 内で漁獲されていた。しかし、1988 年

漁期以前の情報はないことから資源の水準は下関唐戸魚市場（株）の内海産取扱量によっ

て判断した。ただし、この取扱量は漁獲努力量が考慮されていないため、極端に多い 1984
年漁期と 1987 年漁期を除いた 0～最大値（709 トン）で 3 等分し、236 トン未満を低位、

236～471 トンを中位、472 トン以上を高位とした。2018 年漁期の取扱量は 18 トンであっ

たことから、資源水準は低位と判断した（図 22、表 1）。資源動向は直近 5 年の資源量の推

移から減少と判断した（図 16、表 4）。 

（8）今後の加入量の見積もり

今後の天然の加入量（0 歳の資源量）は直近年を除く 5 年（2013～2017 年漁期）の再生

産成功率の平均値と親魚量の積によって推定した。さらに、今後の放流由来の加入量は直

近年を除く 5 年（2013～2017 年漁期）の放流尾数の平均値と添加効率の平均値の積によっ

て推定した。その結果、加入量は 2018 年漁期の 17 トンから 2019 年漁期の 31 トンに増加

するが、2021 年漁期の 21 トンに減少し、その後横ばいで推移すると予測された（補足資

料 4）。 

（9）生物学的管理基準（漁獲係数）と現状の漁獲圧の関係

年齢別の漁獲係数（F）の経年変化を図 23 と補足資料 3 に示す。0 歳は 2002 年漁期から

2014 年漁期まで低下傾向であったが、2015 年漁期に上昇後横ばいで推移した。1～2 歳は

2002 年漁期以降低下傾向であった。3 歳以上は 2002 年漁期から上昇傾向であった。現状の

F（2015～2017 年漁期の F の平均）は経験的に適正な基準値とされる F30%SPR や Fmax よ

り高かった（図 24）。 

（10）種苗放流効果

本系群における人工種苗の放流尾数は 1977 年漁期の 55 万尾から 2011 年漁期の 294 万

尾まで増加傾向であったが、放流魚の大型化や尾鰭の欠損防止を図った結果、2012 年漁期

に 173 万尾に減少し、その後横ばいで推移し、2017 年漁期は 173 万尾であった（図 1、表

5）。放流魚の一部には、胸鰭切除、背部への焼印、アリザリン・コンプレクソンによる耳

石染色などの標識が施され、天然魚と識別されている。また、本種の人工種苗は放流前の

高密度飼育や餌不足が原因で噛み合い行動により尾鰭が欠損することがあるため（松村

2005）、尾鰭の欠損の有無も放流魚と天然魚の識別に用いられている。0 歳での放流魚の混

入率は、各海域における0歳での混入率を海域毎の0歳漁獲尾数で加重平均して算出した。

各海域における混入率の算出方法は以下のように異なる。有明海は調査した 0 歳の中から

検出された放流魚の数を当該海域の 0 歳漁獲尾数で除して算出した。瀬戸内海西部は検出

された 0 歳放流魚の数を漁獲物に占める調査した割合で除した回収尾数を当該海域の 0 歳
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漁獲尾数で除して算出した。山口県瀬戸内海側は 0 歳の調査個体に占める放流魚の割合を

標識率で除して算出した。その結果、混入率は 2002 年漁期の 5%から 2012 年漁期まで 2010
年漁期の 37%をピークに上昇傾向であった後、2013～2014 年漁期は約 30%で推移し、2015
年漁期に 12%まで急激に低下し、2016 年漁期から上昇傾向で 2018 年漁期は 29%と推定さ

れた（表 5、表 6）。0 歳資源尾数に混入率を乗じて放流由来の 0 歳資源尾数を求め、0 歳資

源尾数を天然魚と放流魚に分離した結果、天然の 0 歳資源尾数は 2002 年漁期の 54 万尾か

ら減少傾向で 2018 年漁期は 9 万尾と推定され、放流由来の 0 歳資源尾数は 2002 年漁期の

3 万尾から 2010 年漁期の 14 万尾まで増加傾向であったが、その後は減少傾向で 2018 年漁

期は 3 万尾と推定された（図 25、表 5）。放流魚の漁獲加入までの生存率である添加効率は

放流由来の 0 歳資源尾数を放流尾数で除して算出した。その結果、添加効率は 2002 年漁

期の 0.017 から 2004 年漁期の 0.072 をピークに 2012 年漁期まで上昇傾向であったが、そ

の後は低下傾向で 2018 年漁期は 0.019 と推定された（図 26、表 5）。各年齢の F の平均値

と放流尾数を2020年漁期から変化させた場合に期待される2027年漁期の資源量を推定し、

等量線図を作成した（補足資料 2）。その結果、後述する行政的な管理目標である資源量 840
トンを種苗放流のみで達成するには、放流尾数を 425 万尾増加させる必要があり、種苗放

流のみで行政的な管理目標を達成することは困難であることが示唆された（図 27）。 
 
5．2020 年 ABCの算定 

（1）資源評価のまとめ 
本系群の資源水準は低位で、資源動向は減少と判断された。後述のように、本系群は行

政的に資源量の回復目標が策定されている。Fcurrent（2015～2017 年漁期の F の平均）で

の漁獲と現状の種苗放流が継続された場合、資源量は減少し続けると推定され（図 28、補

足資料 4）、目標達成は困難と考えられることから、漁獲圧の削減が必要である。 
 
（2）ABC の算定 

本系群は、再生産関係が明瞭ではなく、資源量が多かった頃の情報が得られていないた

め、再生産関係のプロットから Blimit を推定することはできなかった。そこで、行政的な

管理目標を Blimit の代替として位置付けた。行政的な管理目標は 2017 年度資源管理検討

会議で 10 年前後を目処に資源量を 840 トン（2017 年度資源評価での 2007～2016 年度の平

均資源量）程度まで回復させることである。ABC の算定は、ABC 算定のための基本規則

の 1-3)-(3)（Flimit = （基準値か現状の F）× β2、Ftarget = Flimit × α）を適用し、基準値は

Fcurrent（2015～2017 年漁期の F の平均）とし、β2 は Flimit が 2027 年漁期の資源量が 840
トンを達成する F となる 0.59 とした。その結果、ABClimit は 84 トンとなった。また、

Ftarget の安全率αは標準値 0.8 とし、ABCtarget は 69 トンとなった。2019 年漁期以降の将

来予測の方法は補足資料 2 に記載した。 
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管理基準 
Target/ 
Limit 

2020 年漁期 
ABC（トン） 

漁獲割合 
（%） 

F 値 
（現状の F 値 
からの増減%） 

0.59Fcurrent 
Target 69 16 

0.21 
（−53%） 

Limit 84 20 
0.26 

（−40%） 
Target は資源変動の可能性やデータの誤差に起因する評価の不確実性を考慮し、より安定

的な資源の回復が期待される漁獲量である。Limit は管理基準で許容される最大レベルの

漁獲量である。Ftarget = αFlimit とし、安全率αには標準値 0.8 を用いた。現状の F（Fcurrent）
は 2015～2017 年漁期の平均値で、0.44 である。漁獲割合は 2020 年漁期の漁獲量/資源量、

F 値は各年齢の平均値である。2020 年漁期は 2020 年 4 月～2021 年 3 月である。 
 
（3）ABC の評価 
現状の種苗放流が継続される条件の下、管理基準である Fcurrent に各係数を乗じた場合

の漁獲量、資源量および親魚量の将来予測を図 28、29、30 下表ならびに補足資料 4 に示

す。 
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Fcurrent を継続した場合、資源量は 2027 年漁期に 367 トンに減少すると予測された。

Flimit である 0.59Fcurrent とすることで 2027 年漁期に回復目標（資源量 840 トン）を達成

することが可能となる。将来予測の方法は補足資料 2 に記載した。 

（4）ABC の再評価

昨年度評価以降追加されたデータセット 修正・更新された数値

2017 年漁期の漁獲量の確定値 2017 年漁期の漁獲量、年齢別漁獲尾数 

2018 年漁期の推定漁獲量、全長組成 2002〜2017 年漁期の資源量、漁獲係数、将

来の資源量、漁獲量の予測値

2017 年の種苗放流尾数の確定値 将来の資源量、漁獲量の予測値

��� F 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
184 150 16 22 30 40 52 67 86 110
184 150 31 40 54 69 86 108 134 165
184 150 46 56 73 90 109 131 157 187
184 150 59 70 88 105 122 142 165 190
184 150 69 80 97 112 127 145 164 184
184 150 72 83 99 114 128 145 163 181
184 150 84 92 107 120 130 143 156 169
184 150 85 93 108 120 130 143 156 168
184 150 96 102 114 123 129 137 146 153
184 150 108 109 119 123 125 130 134 137
184 150 118 115 121 122 120 122 123 123

0.1Fcurrent 0.04
0.2Fcurrent 0.09
0.3Fcurrent 0.13
0.4Fcurrent 0.18

Ftarget=0.47Fcurrent 0.21
0.5Fcurrent 0.22

Flimit=0.59Fcurrent 0.26
0.6Fcurrent 0.26
0.7Fcurrent 0.31
0.8Fcurrent 0.35
0.9Fcurrent 0.39
1.0Fcurrent 0.44 184 150 128 120 123 119 115 113 111 109

��� F 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
562 455 426 587 771 1,017 1,326 1,704 2,181 2,782
562 455 426 565 715 909 1,143 1,418 1,749 2,151
562 455 426 543 664 814 989 1,184 1,411 1,675
562 455 426 523 617 731 858 993 1,145 1,314
562 455 426 508 584 674 772 873 982 1,101
562 455 426 504 574 657 746 836 934 1,039
562 455 426 486 537 595 656 715 776 840
562 455 426 485 534 591 650 708 767 828
562 455 426 467 498 533 569 601 634 666
562 455 426 450 464 481 499 513 527 541
562 455 426 434 433 435 439 440 441 443

0.1Fcurrent 0.04
0.2Fcurrent 0.09
0.3Fcurrent 0.13
0.4Fcurrent 0.18

Ftarget=0.47Fcurrent 0.21
0.5Fcurrent 0.22

Flimit=0.59Fcurrent 0.26
0.6Fcurrent 0.26
0.7Fcurrent 0.31
0.8Fcurrent 0.35
0.9Fcurrent 0.39
1.0Fcurrent 0.44 562 455 426 419 405 395 387 379 372 367

��� F 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027
302 245 192 233 356 494 629 820 1,074 1,375
302 245 192 221 326 436 534 671 849 1,048

0.1Fcurrent 0.04
0.2Fcurrent 0.09
0.3Fcurrent 0.13 302 245 192 209 299 386 453 551 675 803
0.4Fcurrent 0.18 302 245 192 198 275 342 386 454 538 619

Ftarget=0.47Fcurrent 0.21 302 245 192 190 258 312 343 393 455 511
0.5Fcurrent 0.22 302 245 192 188 253 303 329 375 431 479

302 245 192 178 234 271 284 315 352 380
302 245 192 178 233 269 281 311 347 374
302 245 192 168 214 239 241 259 280 293
302 245 192 160 198 213 206 216 228 231
302 245 192 151 183 190 177 180 186 184

Flimit=0.59Fcurrent 0.26
0.6Fcurrent 0.26
0.7Fcurrent 0.31
0.8Fcurrent 0.35
0.9Fcurrent 0.39
1.0Fcurrent 0.44 302 245 192 144 169 169 152 151 152 147

������


�����

	�����
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評価対象年

（当初・再評価）
管理基準 F 値 

資源量

（トン）

ABClimit 
（トン）

ABCtarget 
（トン）

漁獲量

（トン）

2018 年漁期 
（当初）

0.56Fcurrent 0.27 476 97 80 

2018 年漁期 
（2018年再評価） 

0.84Fcurrent 0.37 633 178 149 

2018 年漁期 
（2019年再評価） 

0.67Fcurrent 0.29 562 133 110 184 

2019 年漁期 
（当初）

0.83Fcurrent 0.37 622 161 134 

2019 年漁期 
（2019年再評価） 

0.63Fcurrent 0.28 455 105 86 

F 値は ABClimit に対する値で全年齢の平均値である。2019 年再評価では 2018 年漁期の

資源量と ABC が下方修正された。要因として予測を下回る加入が継続していることが挙

げられる。2019 年漁期の資源量と ABC も同様の理由から下方修正された。 

6．ABC 以外の管理方策の提言 

本系群は複数の産卵場および成育場を有し、それらを由来とする個体が日本海、東シナ

海で混合して漁獲対象となった後、産卵回帰している可能性があることから、ABC 以外の

管理方策として、それぞれの産卵場や成育場の保護が必要と考えられる。水産庁主催の資

源管理のあり方検討会においては、本系群が個別事例として取り上げられ、2014 年度に資

源管理の方向性が取りまとめられた。その中では、資源管理を効果的に進めるために漁獲

の多くを占める未成魚の漁獲抑制に取り組むことに加えて、種苗放流においては資源管理

との連携を図りながら十分な放流尾数を確保しつつ、放流効果の高い場所での集中的な放

流、全長 70 mm 以上でかつ尾鰭の欠損のない種苗の放流など種苗放流の高度化を検討する

必要があるとされた。天然および放流由来の加入量は減少傾向であることから、現在進め

られている未成魚の漁獲抑制と種苗放流の高度化の取り組みの更なる強化が求められる。

一方で、3 歳以上の F は上昇傾向であることから、資源管理の効率化のためには未成魚の

漁獲抑制と種苗放流の高度化だけでなく、成魚の漁獲抑制にも着手するべきだろう。
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表 1. 下関唐戸魚市場の取扱量の推移（トン） 

表 2. 府県別および有明海 0 歳魚の漁獲量の推移（トン） 


�� 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980
�	� 615 809 736 1,068 909 810 730 745 611 707
�	� 90 74 63 57 218 69 51 66 82 325
� 704 883 799 1,125 1,127 879 781 811 693 1,032


�� 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990
�	� 513 397 395 637 973 786 865 881 577 315
�	� 172 229 247 1,079 709 336 1,025 225 428 176
� 684 626 642 1,716 1,681 1,123 1,891 1,106 1,005 490


�� 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
�	� 485 471 392 234 279 164 114 95 103 94
�	� 244 369 198 168 152 105 35 65 85 165
� 729 840 590 402 430 269 148 160 188 258


�� 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
�	� 87 101 73 83 100 122 124 91 81 100
�	� 92 234 95 27 29 75 89 38 70 25
� 179 336 168 111 129 197 212 129 151 125


�� 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
�	� 92 86 98 78 93 82 112 108
�	� 35 23 26 36 43 30 26 18
� 127 109 124 114 136 112 138 126

���4���3����

	�

���

2002 6 8 7 4 2 56 59
2003 5 5 3 3 1 32 52
2004 7 0 3 3 1 43 50
2005 6 0 1 3 4 51 51
2006 8 4 1 2 1 40 58
2007 6 5 2 3 1 44 65
2008 5 9 4 3 2 38 27
2009 4 1 2 3 4 34 49
2010 4 4 2 3 5 33 64
2011 7 9 3 4 4 35 60
2012 8 5 2 3 3 39 59
2013 6 6 2 2 4 48 56
2014 9 9 2 1 3 24 71
2015 4 5 2 1 4 42 75
2016 6 6 2 2 3 34 54
2017 5 5 3 1 4 49 66
2018

*0
6
4
4
5
6
7
6
6
6
6
6
7
6
5
5
5 5 6 2 1 5 51 36

*20031�3����

�� �
���� �� �� �� ��
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表 2. 府県別および有明海 0 歳魚の漁獲量の推移（トン）（続き） 

表 2. 府県別および有明海 0 歳魚の漁獲量の推移（トン）（続き） 

**���
0�"

2002 10 16 3 10 4 8 41 20
2003 13 18 5 8 1 7 36 22
2004 7 10 4 28 0 2 19 21
2005 9 24 3 16 0 4 22 19
2006 12 19 5 21 0 12 43 24
2007 9 27 10 12 1 8 28 22
2008 3 22 9 11 1 2 13 20
2009 9 23 8 10 1 4 33 29
2010 14 21 7 5 1 5 22 25
2011 9 21 10 6 1 4 25 22
2012 6 21 7 4 1 2 17 21
2013 7 19 6 6 1 3 20 12
2014 3 19 5 3 1 3 14 14
2015 5 16 7 9 1 2 15 14
2016 2 14 7 3 1 1 9 12
2017 4 16 8 3 1 1 11 13
2018 3 19 8 2 0  ***1 10 ***12

**����!��������� ����
***����

��� #� �� 	� �
�� !� ��

�� �

���� ����

2002 39 10 16 ***2 15 15 4 356
2003 39 10 9 10 11 5 1 304
2004 22 12 3 6 16 1 0 265
2005 33 11 12 7 20 3 0 304
2006 49 9 10 10 17 2 1 355
2007 33 4 7 15 13 3 1 328
2008 17 8 10 8 45 1 1 268
2009 26 5 6 12 18 3 1 289
2010 19 6 6 4 7 1 0 262
2011 20 6 9 9 17 1 1 289
2012 18 3 2 2 7 0 0 238
2013 16 4 6 4 17 0 0 251
2014 14 2 2 2 11 0 0 220
2015 12 2 2 2 8 0 0 233
2016 12 2 2 2 9 0 0 188
2017 11 2 1 2 7 0 0 218
2018 8  ***2  ***1 ***2 5     ***0 0  ***184

***����

�
 �	 ��� ���� �	 ��
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表 4. トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源解析結果 

��� ��� ��� 0��� ����

���� ���� ���� 	��	� �%�

������

�	/kg�

2002 356 1,004 311 566,075 35 1.7

2003 304 914 314 323,339 33 0.9

2004 265 862 363 607,789 31 1.3

2005 304 981 343 666,324 31 1.8

2006 355 1,008 283 405,657 35 1.0

2007 328 909 357 393,597 36 0.8

2008 268 819 350 507,857 33 1.2

2009 289 858 271 415,728 34 1.1

2010 262 864 303 378,252 30 0.8

2011 289 864 324 350,116 33 0.8

2012 238 808 331 336,587 29 0.7

2013 251 793 330 272,255 32 0.6

2014 220 729 298 290,412 30 0.7

2015 233 740 305 365,210 31 1.1

2016 188 720 264 214,178 26 0.6

2017 218 687 304 170,952 32 0.4

2018 **18 562 302 120,010 33 0.3

*����

�
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補足資料 2 資源量の推定方法 

（1）年齢別漁獲尾数の算出

年齢別漁獲尾数は漁期年（4～翌年 3 月）で 2002 年漁期以降について算出した。能登半

島以西の日本海、東シナ海における全長組成は山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県

で得られた月別全長組成データを 4～7 月、8～11 月、12～翌年 3 月の 3 期で集計し、各期

における各県の漁獲量を用いて加重平均した。標識再捕調査の結果、能登半島以北の日本

海における個体群と能登半島以西の日本海、東シナ海、瀬戸内海における個体群の行き来

は限定的と推定されていることから（伊藤 1998）、データが得られている 2009 年漁期以降

は石川県と秋田県で得られた月別全長組成データを能登半島以西の日本海、東シナ海と同

様な方法で集計した。瀬戸内海における全長組成は福岡県、大分県、愛媛県、山口県、広

島県、兵庫県、香川県で得られた月別全長組成データを能登半島以西の日本海、東シナ海

と同様な方法で集計した。得られた全長組成は①全長階級値別雌雄割合（補足資料 5）を

用いて雌雄別全長組成に分解、②①の雌雄別全長組成を混合正規分布に分解し年齢組成に

変換、③全長−体重関係式によって①の雌雄別全長組成を重量化、④漁獲量と③の比を用い

て②の年齢組成を引き延すという手順によって年齢別漁獲尾数に変換した。ただし、有明

海における 4～6 月の漁獲物は性比が雄に偏るため（松村 2006）、全てを雄とした。全長階

級値別雌雄割合は 1979～2016 年漁期に日本海、東シナ海、瀬戸内海で漁獲された個体の

データ（4～7 月：7,800 個体、8～11 月：1,541 個体、12～翌年 3 月：2,894 個体）から作成

した（補足資料 5）。また、成育場である有明海における 0 歳については 9～12 月の調査個

体数を漁獲物に占める調査した割合で除す方法で 0 歳の漁獲尾数を算出した。 

（2）コホート解析

解析年を漁期年、4 月を誕生月、M=0.25 として、Pope の近似式により資源尾数を推定し

た。0 歳は 7 月加入とし、M に 9/12 を乗じた。 

𝑁𝑁𝑎𝑎,𝑦𝑦 = 𝑁𝑁𝑎𝑎+1,𝑦𝑦+1𝑒𝑒𝑀𝑀 + 𝐶𝐶𝑎𝑎,𝑦𝑦𝑒𝑒
𝑀𝑀
2  

Na,y は y 年漁期における a 歳の資源尾数で、Ca,y は y 年漁期における a 歳の漁獲尾数。 
a 歳、y 年漁期の F は、 

𝐹𝐹𝑎𝑎,𝑦𝑦 = − ln�1 −
𝐶𝐶𝑎𝑎,𝑦𝑦𝑒𝑒

𝑀𝑀
2

𝑁𝑁𝑎𝑎,𝑦𝑦
� 

で計算した。

雌雄それぞれの成長式（上田ほか 2010）では 6 歳以上で全長の差異が微細になることか

ら、5 歳まで年齢分解し、4 歳以上をプラスグループとして 3 歳と 4 歳以上の F が等しい

と仮定し、3 歳と 4 歳以上の資源尾数は以下の式で計算した。 

𝑁𝑁3,𝑦𝑦= 𝐶𝐶3,𝑦𝑦

𝐶𝐶4+,𝑦𝑦+𝐶𝐶3,𝑦𝑦
𝑁𝑁4+,𝑦𝑦+1𝑒𝑒𝑀𝑀 + 𝐶𝐶3,𝑦𝑦𝑒𝑒

𝑀𝑀
2

𝑁𝑁4+,𝑦𝑦 =
𝐶𝐶4+,𝑦𝑦

𝐶𝐶3,𝑦𝑦
𝑁𝑁3,𝑦𝑦  
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最近年の資源尾数は、

𝑁𝑁𝑎𝑎,2018 =
𝐶𝐶𝑎𝑎,2017

1 − 𝑒𝑒−𝐹𝐹𝑎𝑎,2018
𝑒𝑒
𝑀𝑀
2

で計算した。2018 年漁期の 0～3 歳の F は各年齢の過去 3 年間の平均とし、4 歳以上の F
は 3 歳の F と等しくなるように探索的に求めた。 

【SPR、YPR の解析】 
SPR、YPR を以下の式で求めた。 

SPR =  �𝑆𝑆𝑎𝑎𝑓𝑓𝑓𝑓𝑎𝑎𝑊𝑊𝑎𝑎

10

𝑎𝑎=0

 

𝑆𝑆𝑎𝑎+1 = 𝑆𝑆𝑎𝑎𝑒𝑒(−𝐹𝐹𝑎𝑎−𝑀𝑀) (𝑆𝑆0 = 1) 

𝑌𝑌𝑌𝑌𝑌𝑌 = �
𝐹𝐹𝑎𝑎

𝐹𝐹𝑎𝑎 +𝑀𝑀 (1 − 𝑒𝑒(−𝐹𝐹𝑎𝑎−𝑀𝑀))𝑆𝑆𝑎𝑎𝑊𝑊𝑎𝑎

10

𝑎𝑎=0

 

Sa は a 歳の残存率、fra は a 歳の成熟率、Wa は a 歳の平均体重。 

【将来予測】

各年齢の資源尾数は以下の式で求めた。

𝑁𝑁0,𝑦𝑦 = �𝑁𝑁𝑎𝑎,𝑦𝑦𝑓𝑓𝑓𝑓𝑎𝑎𝑊𝑊𝑎𝑎 × 𝑌𝑌𝑌𝑌𝑆𝑆 + 𝑌𝑌𝑦𝑦 × 𝐴𝐴𝑦𝑦

4+

𝑎𝑎=3

 

𝑁𝑁𝑎𝑎,𝑦𝑦 = 𝑁𝑁𝑎𝑎−1,𝑦𝑦−1𝑒𝑒−𝑀𝑀 − 𝐶𝐶𝑎𝑎−1,𝑦𝑦−1𝑒𝑒
−𝑀𝑀2 (𝑎𝑎 = 1~3) 

𝑁𝑁4+,𝑦𝑦 = 𝑁𝑁3,𝑦𝑦−1𝑒𝑒−𝑀𝑀 − 𝐶𝐶3,𝑦𝑦−1𝑒𝑒
−𝑀𝑀2 +𝑁𝑁4+,𝑦𝑦−1𝑒𝑒−𝑀𝑀 − 𝐶𝐶4+,𝑦𝑦𝑒𝑒

−𝑀𝑀2

Ry は y 年漁期の有効放流尾数、Ay は y 年漁期における添加効率。1 歳の資源尾数推定は M
に 9/12 を乗じた。 
各年齢の漁獲尾数は以下の式で求めた。

今後の天然の加入量は直近年を除く 5 年（2013～2017 年漁期）の再生産成功率の平均値

（0.3 尾/kg）と親魚量の積によって推定した。さらに、今後の放流由来の加入量は直近年

を除く 5 年（2013～2017 年漁期）の放流尾数の平均値（182 万尾）と添加効率の平均値

（0.033）の積によって推定した。資源量を算出するために用いる年齢別平均体重は成長式

（上田ほか 2010）および全長—体重関係式（松村 2006）から求められた月別雌雄別年齢別

の体重を 4～7 月、8～11 月、12～翌年 3 月の各期で平均し、日本海・東シナ海、瀬戸内海、

有明海の漁獲尾数で加重平均した値を用いた。4 歳以上は寿命とされる 10 歳までの平均体

重を用いた。将来予測には 2013～2017 年漁期の各年齢の平均体重を用いた。 
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補足資料 5 全長階級別雌雄割合 

��
�mm� � � � � � �

100 – – 0.00 1.00 – –

110 – – 0.58 0.42 – –

120 – – 0.63 0.38 – –

130 – – 0.43 0.57 1.00 0.00

140 – – 0.48 0.52 – –

150 – – 0.38 0.62 – –

160 – – 0.44 0.56 0.67 0.33

170 – – 0.53 0.47 0.60 0.40

180 – – 0.45 0.55 0.44 0.56

190 0.75 0.25 0.44 0.56 0.61 0.39

200 0.50 0.50 0.52 0.48 0.51 0.49

210 0.50 0.50 0.48 0.52 0.48 0.53

220 0.47 0.53 0.48 0.52 0.59 0.41

230 0.40 0.60 0.64 0.36 0.52 0.48

240 0.45 0.55 0.50 0.50 0.45 0.55

250 0.35 0.65 0.47 0.53 0.53 0.47

260 0.36 0.64 0.38 0.63 0.61 0.39

270 0.40 0.60 0.50 0.50 0.41 0.59

280 0.56 0.44 0.20 0.80 0.42 0.58

290 0.53 0.47 0.38 0.63 0.40 0.60

300 0.40 0.60 0.47 0.53 1.00 0.00

310 0.56 0.44 0.57 0.43 0.38 0.63

320 0.29 0.71 0.45 0.55 0.44 0.56

330 0.50 0.50 0.52 0.48 0.41 0.59

340 0.53 0.47 0.61 0.39 0.61 0.39

350 0.59 0.41 0.54 0.46 0.60 0.40

360 0.68 0.32 0.42 0.58 0.52 0.48

370 0.72 0.28 0.44 0.56 0.55 0.45

380 0.74 0.26 0.41 0.59 0.54 0.46

390 0.82 0.18 0.50 0.50 0.54 0.46

400 0.85 0.15 0.61 0.39 0.54 0.46

410 0.81 0.19 0.70 0.30 0.53 0.47

420 0.82 0.18 0.55 0.45 0.50 0.50

430 0.82 0.18 0.57 0.43 0.49 0.51

440 0.80 0.20 0.65 0.35 0.40 0.60

450 0.77 0.23 0.33 0.67 0.37 0.63

4�7� 8�11� 12���3�
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補足資料 5 全長階級別雌雄割合（続き） 

��
�mm� � � � � � �

460 0.77 0.23 0.53 0.47 0.37 0.63

470 0.70 0.30 0.75 0.25 0.32 0.68

480 0.60 0.40 0.50 0.50 0.29 0.71

490 0.54 0.46 0.46 0.54 0.18 0.82

500 0.51 0.49 0.55 0.45 0.22 0.78

510 0.43 0.57 0.50 0.50 0.21 0.79

520 0.48 0.52 0.29 0.71 0.19 0.81

530 0.43 0.57 1.00 0.00 0.18 0.82

540 0.39 0.61 0.63 0.38 0.23 0.77

550 0.36 0.64 0.25 0.75 0.24 0.76

560 0.33 0.67 0.50 0.50 0.13 0.87

570 0.23 0.77 1.00 0.00 0.29 0.71

580 0.20 0.80 0.00 1.00 0.22 0.78

590 0.11 0.89 0.00 1.00 0.19 0.81

600 0.14 0.86 – – 0.12 0.88

610 0.09 0.91 1.00 0.00 0.27 0.73

620 0.09 0.91 0.00 1.00 0.33 0.67

630 0.04 0.96 – – 0.20 0.80

640 0.07 0.93 – – 0.00 1.00

650 0.07 0.93 – – 0.20 0.80

660 0.07 0.93 – – 0.00 1.00

670 0.03 0.97 – – 0.00 1.00

680 0.00 1.00 – – 0.00 1.00

690 0.00 1.00 – – – –

700 0.00 1.00 – – 0.00 1.00

710 0.00 1.00 – – 0.00 1.00

720 0.00 1.00 1.00 0.00 – –

730 0.00 1.00 – – – –

740 1.00 0.00 – – – –

750 0.00 1.00 – – – –

760 – – – – – –

770 – – – – – –

780 – – – – – –

790 – – – – – –

800 – – – – – –

4�7� 8�11� 12���3�
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補足資料 6 Vector Autoregressive Spatio-Temporal（VAST）モデルによる漁獲成績デー

タの分析

九州・山口北西海域はえ縄漁業の漁獲成績報告書のデータを使用し、本系群の資源量指

標値の標準化を行った。本データには月別銘柄別（大・中・小）の漁獲量と努力量（針数）

が含まれており、利用可能な 2005～2017 年漁期までの、はえ縄漁業の漁期である 9～翌年

3 月のデータを使用した。各銘柄の体長と体重は小が体長 30.1 cm 以上 34.9 cm 以下、体重

625.1 g 以上 699 g 以下、中が 35.0 cm 以上 44.9 cm 以下、700 g 以上 1.49 kg 以下、大が 45.0 
cm 以上、1.5 kg 以上で、それぞれ 0 歳、1～2 歳、3 歳以上に相当する。データの空間範囲

は北緯 32.08～40.25 度、東経 128.6～134.8 度にまたがっていたが、北緯 36 度以北のデー

タはまばらで他のデータと地理的に離れていたため除いた（解析に使用したサンプル数は

N = 5,143）。 
標準化の解析には Vector Autoregressive Spatio-Temporal（VAST）モデルを使用した

（Thorson and Barnett 2017）。VAST は空間自己相関を考慮することで、相対密度の時空間

変動の柔軟な取り扱いを可能にした CPUE 標準化の手法である。シミュレーションにより、

従来の一般化線形モデルや一般化加法モデルを含む CPUE 標準化手法を比較した研究では、

VAST は総合的なパフォーマンスが最も高かったという報告が得られている（Grüss et al. 
2019）。VAST は漁獲率を遭遇確率と有漁漁獲率に分けて、以下の 2 つの線形予測子で表

す：

𝑝𝑝1(𝑖𝑖) 

= 𝛽𝛽1(𝑐𝑐𝑖𝑖 , 𝑡𝑡𝑖𝑖) + �𝐿𝐿𝜔𝜔1(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,  𝑓𝑓)𝜔𝜔1(𝑠𝑠𝑖𝑖 , 𝑓𝑓 )
𝑛𝑛𝜔𝜔1

𝑓𝑓=1

+ �𝐿𝐿𝜀𝜀1(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,  𝑓𝑓)𝜀𝜀1(𝑠𝑠𝑖𝑖 , 𝑓𝑓, 𝑡𝑡𝑖𝑖)
𝑛𝑛𝜀𝜀1

𝑓𝑓=1

+ �𝐿𝐿1(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,𝑓𝑓)𝜂𝜂1(𝑣𝑣𝑖𝑖 ,𝑓𝑓)

𝑛𝑛𝜂𝜂1

𝑓𝑓=1

+ �𝛾𝛾1(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,  𝑡𝑡𝑖𝑖 ,𝑝𝑝)𝑋𝑋(𝑥𝑥𝑖𝑖 , 𝑡𝑡𝑖𝑖 ,𝑝𝑝) + �𝜆𝜆1(𝑘𝑘)
𝑛𝑛𝑘𝑘

𝑘𝑘=1

𝑄𝑄(𝑖𝑖,𝑘𝑘)

𝑛𝑛𝑝𝑝

𝑝𝑝=1

 

𝑝𝑝2(𝑖𝑖) 

= 𝛽𝛽2(𝑐𝑐𝑖𝑖 , 𝑡𝑡𝑖𝑖) + �𝐿𝐿𝜔𝜔2(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,  𝑓𝑓)𝜔𝜔2(𝑠𝑠𝑖𝑖 ,𝑓𝑓 )
𝑛𝑛𝜔𝜔2

𝑓𝑓=1

+ �𝐿𝐿𝜀𝜀2(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,  𝑓𝑓)𝜀𝜀2(𝑠𝑠𝑖𝑖 , 𝑓𝑓, 𝑡𝑡𝑖𝑖)
𝑛𝑛𝜀𝜀2

𝑓𝑓=1

+ �𝐿𝐿2(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,𝑓𝑓)𝜂𝜂2(𝑣𝑣𝑖𝑖 ,𝑓𝑓)
𝑛𝑛𝛿𝛿2

𝑓𝑓=1

+ �𝛾𝛾2(𝑐𝑐𝑖𝑖 ,  𝑡𝑡𝑖𝑖 ,𝑝𝑝)𝑋𝑋(𝑥𝑥𝑖𝑖 , 𝑡𝑡𝑖𝑖 ,𝑝𝑝)

𝑛𝑛𝑝𝑝

𝑝𝑝=1

+ �𝜆𝜆2(𝑘𝑘)
𝑛𝑛𝑘𝑘

𝑘𝑘=1

𝑄𝑄(𝑖𝑖,𝑘𝑘) 

右辺の第 1 項は各漁期年の効果を表し、第 2 項と第 3 項は空間と時空間のランダム効果を

それぞれ表している。第 4 項は漁具能率の過分散の要因となるランダム効果を表しており、

第 5 項と第 6 項はそれぞれ密度と漁具能率に影響する固定効果を示している。 
VAST では初めに、空間情報からクラスタリングの一種である k-平均法により空間分布

を近似するノットを決め、ノットにおける相対密度の時空間変化をモデル化する。空間効

果の確率密度関数は多変量正規分布（MVN）を使って、 
𝜔𝜔1(∙,𝑓𝑓)~𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁(0,𝑹𝑹𝟏𝟏), 𝜔𝜔2(∙,𝑓𝑓)~𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁(0,𝑹𝑹𝟐𝟐) 
と表す。ここで、R1，R2 は Matérn 相関関数であり、 
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𝑹𝑹𝟏𝟏(𝑠𝑠𝑛𝑛 ,𝑠𝑠𝑚𝑚) =
1

2𝜑𝜑−1Γ(𝜑𝜑) × (𝜅𝜅1|𝒅𝒅(𝑠𝑠𝑛𝑛 , 𝑠𝑠𝑚𝑚)𝑯𝑯|)𝜑𝜑 × 𝐾𝐾𝜐𝜐(𝜅𝜅1|𝒅𝒅(𝑠𝑠𝑛𝑛 ,𝑠𝑠𝑚𝑚)𝑯𝑯|), 

𝑹𝑹𝟐𝟐(𝑠𝑠𝑛𝑛 ,𝑠𝑠𝑚𝑚) =
1

2𝜑𝜑−1Γ(𝜑𝜑) × (𝜅𝜅2|𝒅𝒅(𝑠𝑠𝑛𝑛 , 𝑠𝑠𝑚𝑚)𝑯𝑯|)𝜑𝜑 × 𝐾𝐾𝜐𝜐(𝜅𝜅2|𝒅𝒅(𝑠𝑠𝑛𝑛 ,𝑠𝑠𝑚𝑚)𝑯𝑯|) 

と表される。ここでは、𝜑𝜑 = 1として推定しない。Γはガンマ関数。Kνは第 2 種の変形ベ

ッセル関数、𝜅𝜅1と𝜅𝜅2は非相関率、𝒅𝒅(𝑠𝑠𝑛𝑛 , 𝑠𝑠𝑚𝑚)はノット間の距離、H は地理的な異方性（方角

によって相関の程度が異なること）を表す行列である。同様に、時空間効果の確率密度関

数は、

𝜀𝜀1(∙,𝑓𝑓, 𝑡𝑡)~ � 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁(0,𝑹𝑹𝟏𝟏) 𝑖𝑖𝑓𝑓 𝑡𝑡 = 1
𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁(𝜌𝜌𝜀𝜀1𝜀𝜀1(∙,𝑓𝑓, 𝑡𝑡 − 1),𝑹𝑹𝟏𝟏) 𝑖𝑖𝑓𝑓 𝑡𝑡 > 1 

𝜀𝜀2(∙,𝑓𝑓, 𝑡𝑡)~ � 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁(0,𝑹𝑹𝟐𝟐) 𝑖𝑖𝑓𝑓 𝑡𝑡 = 1
𝑀𝑀𝑀𝑀𝑁𝑁(𝜌𝜌𝜀𝜀2𝜀𝜀2(∙,𝑓𝑓, 𝑡𝑡 − 1),𝑹𝑹𝟐𝟐) 𝑖𝑖𝑓𝑓 𝑡𝑡 > 1 

で与えられるが、本解析では漁期年で独立と仮定した（𝜌𝜌𝜀𝜀1 = 𝜌𝜌𝜀𝜀2 = 0）。上記モデルのパラ

メータは、最尤法によって推定されるが，多くのランダム効果を伴うため、高速な計算が

必要であり、Template Model Builder（Kristensen et al. 2016）と呼ばれる高速最適化ソフトが

使用される。

本解析では銘柄別に解析を行い、千針当たりの漁獲重量（kg）を目的変数とした。Tweedie
分布を近似したポアソンリンク関数を使用し、予測有漁確率（r1(i)）と予測有漁漁獲量（r2(i)）
を以下の式で表した（Thorson 2017）： 
𝑓𝑓1(𝑖𝑖) = 1 − exp�−𝑎𝑎𝑖𝑖 × exp�𝑝𝑝1(𝑖𝑖)�� 

𝑓𝑓2(𝑖𝑖) =
𝑎𝑎𝑖𝑖 × exp�𝑝𝑝1(𝑖𝑖)�

𝑓𝑓1(𝑖𝑖) × exp�𝑝𝑝2(𝑖𝑖)� 

ai はオフセット項であり、今回の場合は針数を使用した。このリンク関数は二項分布を使

用する通常のデルタ型のモデルとは異なり、遭遇確率の解析にも努力量の効果を含めるこ

とができる点や、遭遇確率と有漁漁獲率の 2 つのモデルを関係づけられる点で優れている

（Thorson 2017）。本データを使用した解析では従来のデルタ型よりも AIC が低かったた

め、ポワソンリンク関数を使用した。また有漁漁獲率に関しては対数正規分布よりもガン

マ分布の方が AIC が低かったため、ガンマ分布を使用した。漁獲量 B が観測される確率は

以下で表され、周辺尤度が最大となるパラメータを推定した：

Pr(𝑏𝑏𝑖𝑖 = 𝐵𝐵) = � 1 − 𝑓𝑓1(𝑖𝑖) if 𝐵𝐵 = 0
𝑓𝑓1(𝑖𝑖) × 𝑔𝑔{𝐵𝐵|𝑓𝑓2(𝑖𝑖),𝜎𝜎𝑚𝑚2 (𝑐𝑐)} if 𝐵𝐵 > 0 

今回の解析では、年効果は各漁期年で独立とみなし固定効果で推定した。ノットの数は本

データでの最大値となる 200 とした。漁具能率における過分散の要因となるランダム効果

として漁期年・月・漁法（浮はえ縄もしくは底はえ縄）の交互作用を使用し、密度の要因

と漁具能率の要因となる固定効果は使用しなかった。推定されたパラメータから、各年に

おける各位置の相対密度を𝑑𝑑(𝑥𝑥, 𝑐𝑐, 𝑡𝑡) = 𝑓𝑓1∗(𝑥𝑥, 𝑐𝑐, 𝑡𝑡) × 𝑓𝑓2∗(𝑥𝑥, 𝑐𝑐, 𝑡𝑡)で計算し、各ノットの面積と相

対密度に掛け合わせた値の合計を資源量指標値として算出した：

𝐼𝐼(𝑐𝑐, 𝑡𝑡, 𝑙𝑙) = ��𝑎𝑎(𝑥𝑥, 𝑙𝑙) × 𝑑𝑑(𝑥𝑥, 𝑐𝑐, 𝑡𝑡)�
𝑛𝑛𝑥𝑥

𝑥𝑥=1
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この際、ランダム効果の平均補正を行った（Thorson and Kristensen 2016）。VAST のモデル

構造の詳細については、Thorson（2019）や GitHub（(https://github.com/James-Thorson-
NOAA/VAST）に詳しい。 
標準化された漁獲率は単純平均した場合と似た傾向を示したが、単純平均よりも凸凹が

小さく、平滑化したようなパターンが見られた（補足図 6-1）。銘柄別でトレンドは大きく

異なり、小は減少傾向を示したのに対し、中は明瞭な増減は見られず、大は増加傾向を示

した（補足図 6-1）。また、指標値の推定値の変動係数は小で 14～17%、中で 19～20%、大

で 23～24%と、小さい銘柄で不確実性が小さい傾向にあった。若齢魚の減少傾向はコホー

ト解析による資源量推定の結果と合致している一方で、高齢魚の増加傾向の結果はコホー

ト解析による結果と矛盾する。したがって、今後、本指標値をコホート解析に使用するに

あたっては、資源量推定値と指標値の結果の乖離の原因や影響について精査する必要があ

る。各年の空間分布は、銘柄の小では長崎県をはじめとする九州沿岸の相対密度が大きく

減少していた（補足図 6-2）。銘柄の中と大では、近年の山口県沖の北部海域での相対密度

が増加し（補足図 6-3、6-4）、いずれの銘柄でも分布の中心が北上している傾向にあった。 
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補足図 6-2. 銘柄小で推定された各年の相対密度の空間分布 
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補足図 6-4. 銘柄大で推定された各年の相対密度の空間分布 
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